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＜2015年度（平成27年度）から実施＞（約1,700億円）

○ 低所得者対策の強化
（低所得者数に応じた自治体への財政支援を拡充）

＜2018年度（平成30年度）から実施＞（約1,700億円）

（単位：億円）

○ 国保の財政運営を都道府県単位化する国保改革とあわせ、毎年約3,400億円の財政支援の拡充
を行う。

1,700億円

○財政調整機能の強化

（精神疾患や子どもの被保険者数など自治体の責めによらない要因への対応） 800億円

○保険者努力支援制度

（医療費の適正化に向けた取組等に対する支援）

８４０億円
（2019年度～2021年度は

910億円）

○財政リスクの分散・軽減方策

（高額医療費への対応） 60億円

※ 保険料軽減制度を拡充するため、2014年度（平成26年度）より別途500億円の公費を投入
※ 2015～2018年度（平成27～30年度）予算において、2,000億円規模の財政安定化基金を積み立て

【参考】

国保改革による財政支援の拡充について

2015年度
（平成27年度）

2016年度
（平成28年度）

2017年度
（平成29年度）

2018年度
（平成30年度）

2019年度
（令和元年度）

2020年度
（令和２年度）

2021年度
（令和3年度）

低所得者対策の強化 1,700 1,700 1,700 1,700 1,700 1,700 1,700

財政調整機能の強化・
保険者努力支援制度等

－ － － 1,700 1,7７0 1,770 1,770

財政安定化基金の造成
＜積立総額＞

２００
＜200＞

４００
＜600＞

1,100
＜1,700＞

300
＜2,000＞

－
＜2,000＞

－
＜2,000＞

－
＜2,000＞

※ 保険者努力支援制度については、2020年度より、上記とは別に新規500億円により予防・健康づくりを
強力に推進
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○ 高齢者医療運営円滑化等補助金を段
階的に拡充。

○ （平成27年度）既存分（199億円）※に
拡充分109億円を加えた308億円規模
の補助金により、被用者保険者の前期
高齢者納付金、後期高齢者支援金等
の負担軽減を実施。

※ 総報酬に占める拠出金負担の重い被
用者保険者等に対する負担軽減。

○ （平成28年度）既存分（160億円）に、
拡充分の210億円を加えた370億円規
模の補助金により、被用者保険者の負
担軽減等を更に拡充。
その他に適用拡大に伴う給付費増に対する財

政支援を別途措置。

○ 現在、保険者の支え合いで実施している拠
出金（後期高齢者支援金、前期高齢者納付
金）負担の特に重い保険者の負担軽減策の
対象を拡大し※1、拡大分に該当する保険者
の負担軽減の費用は、保険者の支え合い※2

と国費で折半する。（100億円）

※１ 拡大分は、国費を投入することから、財政力(総報
酬)が平均以下の保険者に限定

※２ 保険者の支え合い部分に各保険者の医療費水準
を反映

（参考）平成27年度（予算額：３０８億円）
平成28年度（予算額：３７０億円）

○ 高齢者医療運営円滑化等補助金を拡充し、
前期高齢者納付金負担の負担増の緩和の
ため、被用者保険者等への負担軽減を実施。
(600億円)
※ 団塊世代が前期高齢者に到達することにより、納付

金
負担が増大することから、前期高齢者への移行前の平
成23年度からの伸び等に着目して、負担軽減を行う。

被用者保険の拠出金に対する支援

○被用者保険の負担が増加する中で、拠出金負担の重い被用者保険者への支援を実施する。

○具体的には、①平成29年度から対象を拡大した拠出金負担が重い保険者への負担軽減対策において、拡大分に該当する保
険者の負担を保険者相互の拠出と国費の折半により軽減する（枠組みを法律に規定し、制度化を行う。）とともに、②平成27
年度から段階的に拡充してきた高齢者医療運営円滑化等補助金により、前期高齢者納付金の負担軽減を図る。

令和４年度概算要求額：820億円
（令和３年度予算額：820億円）

○ 上記に、既存分（約120億円）を加えた820
億円規模の補助金財源により、被用者保険
者の負担軽減を実施。

その他に適用拡大に伴う財政支援（平成28年度から
の時限付き予算） を別途措置。

・平成29年度（予算額：８２０億円）
・平成30年度（予算額：８２０億円）

・令和元年度（予算額：８２０億円）
・令和 ２年度（予算額：８２０億円）
・令和 ３年度（予算案：８２０億円）

○ 高齢者医療運営円滑化等補助金を
維持し、前期高齢者納付金負担の負
担増の緩和のため、被用者保険者等
への負担軽減を実施。(600億円)
※ 令和元年度からは、600億円の財源を活用して、

前期高齢者納付金の単年度の急激な伸び等に着

目した負担軽減を行っている。

○ 負担軽減策の対象となる※１拠出金
負担の特に重い保険者の負担軽減の
費用を、引き続き、保険者の支え合い
※２と国費で折半する。（100億円）

※１ 拡大分は、国費を投入することから、財政
力(総報酬)が平均以下の保険者に限定

※２ 保険者の支え合い部分に各保険者の医療
費水準を反映

○ 上記に、既存分（約120億円）を加え
た820億円規模の補助金財源により、
被用者保険者の負担軽減を実施。
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特別負担調整
（高齢者医療特別負担調整交付金）

高齢者医療運営円滑化等補助金
（既存分） （新規分）

予算額
（令和３年度） 100億円 120.4億円 600億円（※１）

開始年度
・概要

＜平成29年度から＞
拠出金負担が、義務的支出（※

２）に比べ過大な保険者の負担を
全保険者で按分する仕組みを拡
大し、拡大部分に国費を一部充
当して負担軽減を行う。

拠出金負担（前期高齢者納付金及
び後期高齢者支援金）の軽減措置

＜平成２年度から＞
被用者保険の拠出金負担増の
緩和を図ることを目的として、
総報酬に占める前期高齢者納
付金の割合（所要保険料率）が
重い保険者に対して負担軽減
を行う。(※３)

＜平成27年度から＞
団塊世代が前期高齢者に到達することにより、前期高齢者納付
金が増加することが見込まれることから、納付金負担が過大とな
る保険者の負担を軽減するため、前期高齢者納付金負担の伸び
に着目した負担軽減を行う。

対象組合数
（令和３年度） 128組合（健125、共3） 1,150組合（健1,086、共64）(※４)

助成額 100億円 120.4億円（220組合） 497.3億円（970組合） 102.5億円（399組合）

助成要件
（令和３年度）

・義務的支出に占める拠出金負
担の割合が54.352％以上の保
険者については、その過大な負
担分を全保険者で按分し、

・それに加えて、財政力が平均
以
下の保険者に限り、50.05511％
以上54.352％未満である部分
の２分の１を国庫補助し、残り
の２分の１部分を全保険者で按
分する。

⇒  結果として、該当する保険者は、
拠出金負担の割合が50.05511％を
超えないこととなる。

（既存分）
・所要保険料率が健保組合平
均（約1.80%）の1.1倍以上、か
つ、

・被保険者一人当たり総報酬
額が健保組合平均（567.4万
円）未満の保険者を対象とす
る。

・1.3倍～ 60％助成
・1.2倍～1.3倍 30％助成
・1.1倍～1.2倍 15％助成（※５）

（新規分：平成27年度～）

・加入者一人当たりの前期高
齢者納付金について、団塊世
代の前期高齢者への移行前
の平成23年度から令和３年
度への伸び率が大きい保険
者に対し、伸び率に応じて助
成する。

・2.5倍～ 71％助成
・2.0倍～2.5倍 51％助成
・1.5倍～2.0倍 31％助成
・1.35倍～1.5倍 11％助成
・1.2倍～1.35倍 約2.24％助成

（急増分：令和元年度～）

・加入者一人当たりの前期高
齢者納付金について、令和２
年度から令和３年度（単年
度）又は令和元年度及び令和
２年度の平均値（２年平均）か
ら令和３年度への伸び率に応
じて助成する。

・2.0倍～ 70％助成
・1.5倍～2.0倍 50％助成
・1.1倍（又は、

２年平均で1.05倍）
～1.5倍 30％助成

被用者保険者への支援について

（※１）旧臨給（指定組合の保険給付等に要する費用に対して行う助成事業）7.9億円を含む。
（※２）法定給付費等＋後期高齢者支援金＋前期高齢者納付金
（※３）平成29年度から被用者保険者の後期高齢者支援金の全面総報酬割が導入されたことから、所要保険料率の算出については前期高齢者納付金のみを対象としている。
（※４）既存分・新規分（伸び率）・急増分それぞれで対象となっている保険者がいるため、重複を考慮すると1,150組合となる。
（※５）15％助成は、全体の予算規模を勘案の上、実質約3.63％助成となる。

〔前期高齢者納付金負担の軽減措置〕
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〇 被用者保険における後期高齢者支援金・前期高齢者納付金の負担が増加する中で、拠出金（前期高齢者納付金・後期高齢者支
援金）の負担が重い保険者を支援するため、拠出金負担が、義務的支出（前期高齢者納付金・後期高齢者支援金・法定給付費等）
に比して過大となる保険者について、その過大部分を全保険者で按分し、前期高齢者納付金で調整している。

国
費

（標準報酬が中央値以上の保険者）

国
費

④附加給付等

健保Ａ

総額を全保険者で按分

凡例

100％0％

総額を全保険者で按分

１

２

１

２

１

２

１

２

総額を全保険者で按分

（２）特別負担調整基準率
50.00237％

（１）負担調整基準率
54.994％

負担調整基準率・特別負担調整基準率について

①後期高齢者支援金 ②前期高齢者納付金 ③法定給付費等

健保Ｂ

負担調整の
対象保険者が
約6.02％となる
ように設定

特別負担調整の
国費が100億円に
近づくように設定
（対象保険者約8.35％）

健保Ｃ

（標準報酬が中央値未満の保険者）

（標準報酬が中央値未満の保険者）

１
２

を国費負担

１
２

を国費負担

負担調整

特別負担調整

特別負担調整

①①’
②②’
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１．目的
年金制度の機能強化のための国民年金法等の一部を改正する法律に基づき、令和４年10月より短時間労働者の適用拡大が施行されることで、

加入者増に伴う法定給付費増により、財政が逼迫する恐れのある健康保険組合に対して、法定給付費の増加等に着目した財政支援を行う。

２．補助額のイメージ
適用拡大の結果、加入者が増加したことで、法定給付費に係る所要保険料率（=法定給付費／総報酬額）が増加する組合に対し、段階的に
一定割合を財政支援する。

【適用拡大後】

4.5‰増
法定給付費増

総 報 酬

総 報 酬

法定給付費

【適用拡大前】

法定給付費

総報酬増

1.5‰増 3.0‰増

※ 法定給付費に係る所要保険料率が1.5‰を
超える部分に対し、1.5‰刻みで段階的に一
定割合を財政支援する

1/３
(1/2×2/3)

4/9
(2/3×2/3)

2/３
(3/3×2/3)

※従業員500人超の企業を対象とした平成28年10月からの適用拡大では、激変緩和措置として28年度～30年度に予算補助を実施

被用者保険の適用拡大に係る健保組合への財政支援 令和4年度概算要望額：5.0億円
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新型コロナウイルス感染症禍における健保組合への財政支援

○対象組合
次の全ての基準に該当する健保組合。
① 保険料率が9.5％以上
② 財源率が9.0％超、
③ 保有資産が200％未満、
④ 単年度経常赤字
※ 保険料のコロナ特例猶予についても上記要件に加味する

○補助割合
a) 被保険者１人あたり保健事業費が全組合の1/4未満の組合 ⇒ 1/2
b) 被保険者１人あたり保健事業費が全組合の1/4以上2/3未満の組合 ⇒ 1/4

令和元年度決算
（コロナ影響前）

令和４年度
（コロナ影響後）

保健事業費

コロナ影響前の保健
事業費と同額を上限

とする
(補助対象経費)

補助額

Ａに補助割合を
乗じて算定

Ａ

新型コロナウイルス感染症の影響を受け保険料収入が急減したことにより、財政運営
が極めて困難となった健保組合に対し財政支援を行う。

補助イメージ

コロナ影響前の
水準を維持
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患者宅にて、モバイル端末とマイナンバーカードを用いて、医療保険オンライン資格確認等を行える仕組みを構築する。
（既存のオンライン資格確認等システムの機能を利用するため、導入済の医療機関等が利用できる仕組みとなる。）

本人確認及び各種閲覧情報に係る同意を、モバイル端末で行う。
医療機関等は、モバイル端末からの情報を受け、既存の仕組みにより、資格確認端末や電カル・レセコン端末等上で、
資格情報及び同意された閲覧情報を参照する。

＜開発対象＞
モバイル端末アプリの開発、オンライン資格確認等システムの改修、資格確認端末アプリケーションの改修

＜概要イメージ図＞

オンライン資格確認等システム

医療機関等

管理者等

資格情報
特定健診等情報/薬剤情報

患者・利用者同意情報

［電カル・レセコン］

［資格確認端末］
アプリケー

ションソフト

等

マイナポータルAPI

患者宅

患者

マイナンバー
カード

医療従事者等

AW
S 

Private 
Link

インターネット
（無線通信）

１

2

オンライン請求
ネットワーク

3

4

5

6

【アプリ開発】
・マイナンバーカード認証
・各種閲覧情報の同意登録 等

【システム改修】
・情報取得履歴の管理
・特定医療機関等に限定する制御
等

【資格確認端末アプリケーション改修】
・モバイル端末からの登録情報の取
得・結果送信 等

訪問診療等の医療保険オンライン資格確認等の仕組みの構築
令和4年度概算要望額：6.5億円

（訪問看護利用者含む）
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【実現方式案】

○ 職域診療所からの申請に基づき、実施機関が職域診療所のシステム内部用医療機関コードを付番する運用とする。

内部用医療機関コードは職域診療所と判断できるようにする。

○ 各種準備は他の医療機関と同様の運用とすることを想定する。

職域診療所におけるオンライン資格確認のイメージ

令和４年度概算要望額：94百万円
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オンライン資格確認等システム改修に係る計画支援及び周知広報支援等
令和4年度概算要望額：４．８億円

・ 訪問診療等のオンライン資確認システム改修を予定していることから工程管理、オン資基盤の活用に向けた調査等を実施する。
・ オンライン資格確認システムが概ねすべての医療機関に導入されるように医療関係者等が円滑な作業や運営を行えるよう周知広報支援を行う。

オン資開始
/普及に

向けた対応

2020年度

プレ運用
▼本格運用開始（薬剤、レセ振含む）

2021年度 2022年度 2023年度

本格運用
▼概ね全ての医療機関に導入

訪問診療等
オン資対応
(MNCスマホ
搭載含む)

開発・テスト・各種準備

調査研究 関係者調整
▼運用開始予定

開発・テスト・各種準備

公費
オン資対応

プレ検討 調査研究・関係者調整 開発・テスト・各種準備

• 周知広報
• 定期レポート、WG運営等
• 現地調査、システム停止訓練
• 保険者対応

• 技術解説書/手引き

• 調査研究

• 周知広報
• 定期レポート、WG運営等
• 現地調査

• ベンダ向け説明会、業務課題検討
• 周知広報 ・リーフレット作成・発送

• 課題検討（関係者調整）

• 職域診療所対応
• マイナンバーカードスマートフォン搭載のシステム拡充の検討
• さらなる活用に向けた実証等

その他検討

各種検討
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・障害者関係情報
・世帯情報
・地方税関係情報

都道府県・
市町村サーバー

中間
サーバー

デジタル庁
サーバー

・公的給付支給等
口座情報

中間
サーバー

・年金給付
関係情報

年金支給者
サーバー

中間
サーバー

情報提供ＮＷ

情報提供ＮＷ

情報提供ＮＷ

医療保険者

サーバー
・医療保険給付
関係情報

中間
サーバー

情報提供ＮＷ

医療保険者 医療保険者医療保険者

支払基金が担う
サーバー等

公的給付支給等口座の登録制度に伴う医療保険者等中間サーバー改修

※社会保障・税番号制度は、社会保障、税、災害対策
の分野で効率的に情報を管理し、複数の機関が保有す
る個人の情報が同一人の情報であることを確認するため
に活用されるもので、行政を効率化し、国民の利便性を
高め、公平・公正な社会を実現する社会基盤。

○ 本年５月12日にデジタル改革関連法案が成立。
○ 公的給付の支給等の迅速かつ確実な実施のための預貯金口座の登録等に関する法律により、公的給付の迅速かつ確実な支給のため、預
貯金口座の情報をマイナンバーとともにマイナポータルにあらかじめ登録し、行政機関等が当該口座情報の提供を求めることができることとするとと
もに、特定公的給付の支給のためマイナンバーを利用して管理できるようになった。

○ また、預貯金者の意思に基づく個人番号の利用による預貯金口座の管理等に関する法律により、預貯金者の意思に基づくマイナンバーの利
用による預貯金口座の管理に関する制度及び災害時又は相続時に預貯金者又はその相続人の求めに応じて預金保険機構が口座に関する
情報を提供する制度が創設された。

○ この法律に伴い社会保険診療報酬支払基金で管理している医療保険者等向け中間サーバーについても、公的給付支給等口座情報を取
得するための機能を追加するための改修（データレイアウト変更）が必要。

※地方公共団体等（医療保険者を含む）は、平成29 
年7 月から情報連携を実施することとされ、行政機関等と
の情報連携を実施するにあたっては、「情報提供ネットワー
ク」 を利用することが義務付けられている。

※「情報提供ネットワーク」とは、個人番号（マイナンバー）と関連付け
られた個人情報を関係機関との間でやり取りするためのコンピューター
ネットワークによる情報システムであり、「行政手続きにおける特定の個人
を識別するための番号の利用等に関する法律（番号法）」の規定に
基づいて、総務大臣が設置・管理する。 （番号法第2条第14項）

令和４年度概算要望額
1.1億円

11



NDB・HICの改修に係る工程管理支援

令和3年度に構築・整備した医療・介護データ等の解析基盤（HIC）及びレセプト情報・特定健診等情報データベースシステム（NDB3)について、令和
4年度以降に必要となる運用開始後の課題の把握・改修事項の検討及び具体化・要件定義等設計、改修・運用・保守工程管理、関係者調整の支援を
実施する。また、第四期医療費適正化計画の策定や令和６年度診療報酬改定に関するエビデンスの構築等に関連する医療保険政策に係るデータ分
析・エビデンスの整備についても対応する。さらに、「経済財政運営と改革の基本方針」及び「全世代型社会保障検討会議」等の示す政策工程の具体化・
実現化を行う（令和6年度末まで3年間の国庫債務負担行為による複数年事業として実施）

厚生労働省 HIC利用者（研究者等）

介護DB等関係システム/運用各局・事業者

本来利用に基づく政策分析（厚生労働省内各部局）

① HICを通じたNDB等の申出
② HIC解析基盤を用いた解析、解析結果の利活用

① HICを用いた第三者提供制度の運用
② 関係システムの運用

① 医療費適正化計画の更なる推進に向けた分析を推進
② 中央社会保険医療協議会での議論のエビデンスとして、悉皆性の高いNDB

データによる分析を迅速に実施
③ 診療報酬改定調査等の個別実施調査を可能な限りNDBに代替、医療機関

等の調査回答負担を軽減
④ 医療保険に関連する各種政策（地域医療構想、介護保険事業計画等）を

根拠とするNDB分析
⇒医療保険政策の確実な推進が求められる中、政策立案から実行まで機動
的なデータ分析・エビデンス整備の必要性が高まっている。

受託事業者
① HICの利用ガイドライン・

利用規約の策定、必要
な制度改正

② 関連する公的DBガイド
ラインとの整合、必要な
制度改正

③ 省内データ分析の状況
把握、承認

① 業務要件把握等の調査研究に基
づいて要件定義等への反映を支援

② 情報システムとしてのHIC・NDB３
が適切に改修・運用・保守業務が
なされるように工程管理

③ 老健局、健康局等関係者及び関
係システムとの調整支援

関係者間
調整支援

① NDB利活用に関する局内の教育
研修支援
データ定義の作成や結果の評価
方法等の分析ノウハウの蓄積を
教育研修化、人事異動等によるノ
ウハウ喪失を防止

② NDBの本来利用・省内利用に係る
データ集計・分析支援
局内・省内で日々発生する政策
ニーズに対して、NDBを活用した
分析要件の設計から集計・分析ま
でをワンストップで支援し、政策立
案推進を強く後押し

情報システムの継続的改善

政策目的でのデータ利活用

エビデンスに
基づく迅速
な政策検討
のさらなる推
進

4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月

医療費適正化計画

診療報酬改定

令和4年度（2022年度） 令和5年度（2023年度）

基本方針の検討 第四期計画策定

令和6年度診療報酬改定に関する検討

HIC・NDB３/改修・運用保守事業者
① HICを用いた第三者提供制度の運用
② 関係システムの改修・運用・保守 NDB工程管理

支援

介護DB等
他の公的DB

HIC

円滑な
制度
運営の実現

継続的改
善の支援

分析の
支援 利用依頼

令和４年度概算要求額： 2.5億円
（令和３年度予算額： 3.7億円）
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「審査支払機能に関する改革工程表」（令和３年３月31日厚生労働省・社会保険診療報酬支払基金・国民健康保険中央
会）

○整合的かつ効率的な審査支払機能の運用に向けたシステムの整備 令和４年度概算要望額：54億円
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訪問看護レセプト電算処理システム整備事業

○ 医科・歯科・調剤及び介護レセプトについては、原則、オンライン又は電子媒体（電子レセプト）により請求することとされているが、
訪問看護レセプトは紙による請求となっている。

○ 訪問看護の事業所数とレセプト件数は、高齢化の進行に伴い大幅に増加しており、今後も増加が見込まれることから、訪問看護事業者
のレセプト請求事務や保険者・審査支払機関のレセプト処理事務の効率化が必要。

○ 訪問看護レセプトを電子化することにより、業務の効率化やコスト削減だけでなく、NDBに収載されることで、今まで悉皆データが
なかった医療保険の訪問看護レセプトについて、介護保険サービスと合わせた訪問看護全体の分析が可能になり、地域医療や在宅医療
の実態把握と推進につながる。

○ 本事業は、訪問看護事業者におけるオンライン資格確認の利用前提であるオンライン請求ネットワーク構築を見据え、2024年度に本
格運用を予定している訪問看護療養費のレセプト電子化に向け、訪問看護ステーションからの請求の受付・審査等のための審査支払機
関におけるレセプト電算処理システム等構築経費を要求するもの。

概要

紙レセプトのスキャ
ン・タイプ

保険医療機関

居宅

訪問看護
ステーション

審査支払機関 保険者

訪問看護の流れ

医師

「訪問看護指示書」交付

訪問
看護訪問

診療

利用
料

請求
（紙）

支払基金・国保連
看護師、保健師、助産師、
准看護師、理学療法士、

作業療法士 等

請求

訪問看護療養費訪問看護療養費

全国健康保険協会・健
康保険組合・市町村国
保・後期高齢者 等利用者（患者）

この部分の請求方法（紙→電子）変更を進める

令和４年度概算要求額： 25億円
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平成27年国保法等改正により、市町村国保について、医療費適正化に向けた取組等に対する支援を行うため、保険者の
取組状況に応じて交付金を交付する保険者努力支援制度を創設。

国保財政の仕組み（イメージ）

低所得者の保険料に
対する支援措置等

50％ 50％

公費負担保険料

保険者努力支援制度

制度概要

・市町村・都道府県について、医療費適正化に向けた取組等を評価する指標を設定し、達
成状況に応じて交付金を交付（平成30年度～）
※H28・29年には市町村を対象に前倒しで実施
（財源：特別調整交付金、H28年度：150億円、H29年度：250億円）

・財政規模：約1000億円（国保改革による公費拡充の財源を活用）
※うち、特別調整交付金によりH30年度：約163億円、H31年度以降：約88億円を措置

□市町村分 ＜500億円程度＞
（指標の例）特定健診･特定保健指導の実施率、後発医薬品の促進の取組・使用割合 等

□都道府県分 ＜500億円程度＞
（指標の例）医療費適正化のアウトカム評価（医療費水準・医療費の変化） 等

抜本的強化

以降も毎年度、各自治体の取組状況等を踏まえ、地方団体等と協議の上、評価指標・配点割合の見直しを実施

保険者努力支援制度

令和２年度～

＜取組評価分＞
①予防・健康インセンティブの強化 （例）予防・健康づくりに関する評価指標（特定健診・保健指導、重症化予防等）の配点割合を引上げ

②成果指標の拡大 （例）糖尿病等の重症化予防について、アウトカム指標を導入

＜予防・健康づくり支援分（事業費分・事業費連動分）＞※新設
・令和２年度より500億円を追加し、「事業費」として交付する部分（200億円※）を設け、「事業費に連動」して配分する部
分（300億円。評価指標を設定し配分）と合わせて交付することにより、自治体における予防・健康づくりの取組を後押し
※従来の国保ヘルスアップ事業（特別調整交付金）を統合し事業総額は250億円
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レセプト・健診情報等を活用したデータヘルスの推進事業 令和4年度概算要求額： 2.6億円
（令和3年度予算額：2.3億円）

健康保険組合等の保険者において、データヘルスの取組を一層効果的・効率的に実施し、保険者機能を強化す
るための事業に係る費用を補助する。

・成果連動型の民間事業者への委託方式による保健事業のスキームの構築
・保健事業を共同で実施するスキームの自走化に向けた支援
・評価指標の標準化や保健事業のパターン化の検討

【事業イメージ】

健保組合

事業者

対象者

厚生労働省

①公募

②成果連動型
支払契約

③保健事業の実施

④成果評価

⑤成果に応じた
支払

⑥補助金交付

A健保 B健保 C健保

共同による保健事業共同による保健事業

例）業種・業態や地域単位で共通する健康課題
をもつ健保組合等で構成するコンソーシアム

民間事業者・
研究者等

これまでの取組により、複数の保険者が共同で保健事業を実施することで、保健事
業費のスケールメリットを享受できるなど付加価値が得られていることから、特定保
健指導等の継続的な保健事業について、保健事業の共同化が自走するよう取組を支援。

※ 「経済財政運営と改革の基本方針2021」において、
予防・重症化予防・健康づくりサービスの産業化に向
けて、包括的な民間委託の活用が推進されるよう掲げ
られており、引き続き普及促進が必要。

【これまでの取組】
〇平成29年～令和元年度：モデル事業実施
〇令和2年度：手引きの作成

データヘルスポータルサイトに
共同事業支援機能構築

○令和3年度：普及を目的とした補助事業実施

■ 健保組合が成果連動型民間委託方式で保健
事業を実施するにあたり、成果連動型民間委託
方式の事業のスキーム構築のために係る費用を
補助。

※「経済財政運営と改革の基本方針2021」において、複数年
にわたる成果連動型民間委託方式について、取り組む分野を
拡大していくことが掲げられており、被用者保険においても
モデル事業構築及び普及促進が必要。

CheckAction

Plan Do

〈データヘルス・ポータルサイト〉
データヘルス計画の円滑な運営を支援することを

目的に開設。健保組合は、ポータルサイトを活用し
て、計画策定および評価・見直しを実施。

■ データヘルス・ポータルサイトに蓄積される健康課題や
保健事業の実績データをもとに、個別の健康課題に応じた
効果的な保健事業のパターン化（標準化）の検討に係る費
用を補助。

※ 「経済財政運営と改革の基本方針2021」 において、保険者が策定す
るデータヘルス計画の標準化推進が掲げられており、補助を通じた支援
が必要。

保健事業の共同化支援に関する補助事業成果連動型民間委託方式(PFS)に関する補助事業

評価指標・保健事業の標準化に関する補助事業
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レセプト・健診情報等のデータ分析に基づく保健事業のＰＤＣＡサイクルに沿った効率的・効果的な実施に向け、ＫＤＢシステム
等を活用した保健事業を行う市町村国保等に対する支援を実施する。

○国保・後期高齢者ヘルスサポート事業運営委員会
・全国の事業の評価・分析結果の取りまとめ
・好事例の情報提供
・国保連合会職員等を対象にした研修

などを実施

○ＫＤＢシステム 等
・医療、健診、介護のデータを収集・

突合分析し、統計データや個人の健
康に関するデータを作成

・データヘルス計画策定の助言
・保健事業の評価・分析
・市町村職員等への研修

などを実施

○保健事業支援・評価委員会

国保連合会

報告

支援 《国保・後期》 ※保健師の配置
・ＫＤＢの具体的な活用方法の支援などを実施

国保中央会

《国保・後期》

支
援

報
告《国保・後期》 活用

Plan（計画） Do（実施）

Check（評価）Act（改善）

・健康課題の分析
・保健事業の企画

・保健事業の実施

・保健事業の検証・保健事業の修正

保険者 ・市町村国保等
・広域連合

各場面で必要な
データを取得

データ分析に基づく保健事業の
計画・実施・評価（PDCAサイクル）の取組

国保・後期高齢者ヘルスサポート事業

・健康づくり、疾病予防、重症化予防 等

活
用

○国保・後期高齢者ヘルスサポート事業
令和４年度概算要求額：4.4億円（国保：4.3億円、後期：0.1億円）

令和３年度予算額：4.4億円（国保：4.3億円、後期：0.1億円）

機器更改等を実施
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地方検討会等（各地方ブロックで実施）

○後期高齢者医療広域連合（以下「広域連合」という。）で行う各種業務等において、見直しや改善等を図るための意
見収集やそれらを実施している好事例の情報共有など、広域連合が適正業務を行うための連絡会議を実施する。

本省にて全国の広域連合を招集

○ 意見交換会、勉強会、意見の集約、全国好事例の横
展開に係る広域連合への情報提供等の実施。

【実施方法】
○ 各種業務に関する検討課題などをテーマに年２回実
施。（１回２業務程度）
テーマ・時期については、今後検討。

○ 療養費等検討会、研修会、好事例の横
展開等（６ブロック）
・ 北海道、東北ブロック

・ 関東信越ブロック
・ 東海北陸ブロック
・ 近畿ブロック
・ 中国、四国ブロック
・ 九州ブロック

意
見
収
集
・
情
報
共
有
等

効果的な保健事業等の推進
（適正業務等を行うための連絡会議に要する経費）

※地方財政措置済

令和４年予算概算要求額：14百万円
（令和３年度予算額：14百万円）

18



○特定健診・保健指導における医療費適正化効果検証事業

（１）医療費適正化計画等に係るデータの集計及び分析等補助業務

都道府県の医療費適正化計画のＰＤＣＡサイクルを支援するため、ＮＤＢに収録されたデータを活用して、医療費の地域差や
外来・入院医療費の構成要素を分析し、医療費の増加と関係する要素の分析作業を行う。また、都道府県別データブックの作成や
医療費適正化効果推計ツールを更新し各都道府県へ配布する。
令和4年度においては、第4期医療費適正化計画に向けたシステム改修に伴う調査研究を行う。

〔主な分析内容〕
・疾患別医療費内訳、地域差分析（都道府県別、二次医療圏別、保険者種別別）、入院・入院外別、性年齢階級別、全疾患集計 等

（２）レセプト情報・特定健診等情報の分析等に係る支援業務

特定健診等の医療費適正化効果を検証するため、ＮＤＢに収録されたデータを活用して、様々な調査・分析用資料を作
成し、公表する。また、作成された調査・分析用資料について学術的な検証を実施するため、公衆衛生及び疫学等の知見
を有する有識者により構成されるワーキンググループ（WG）を設置・運営する。

〔調査・分析用資料の例〕
・レセプト情報と特定健診等情報を経年的に個人単位で紐付けた上で、特定保健指導の実施による検査値や医療費への効果を分析
（５年間の経過分析の結果、保健指導による検査結果、医療費等への効果があることを検証し、平成28年４月に公表。）
・性年齢階級別、保険者種別、都道府県別の特定健診・保健指導の実施状況、メタボ率 等
・分析結果は、厚生労働省のホームページで広く公開

レセプト情報・特定健診等情報データベース（ＮＤＢ）のデータを用いて、都道府県別に外来・入院の医療費の構成要素を分析し、医

療費の増加と関係する要素を分析する事業や特定健診・保健指導（以下「特定健診等」という。）による検査値の改善状況・行動変容へ
の影響、医療費適正化効果について分析し、保険者の予防・健康づくりと医療費適正化を推進するための事業

令和４年度概算要求額： １．４億円
令和３年度予算額：０．５億円）

時期 2018.4～.12 2019.4 ･･･ 2023.4 2023.6 ･･･ 2024.3 2024.4～.12

都道府県
の対応 毎年度、進捗状況の公表（ＰＤＣＡ管理の実施） 第４期計画の策定第２期計画

実績評価
公表・報告

第３期計画期間

第３期計画
実績評価
公表・報告

第４期計画期間

暫定評価

＜特定健診の検査項目＞

・質問票（服薬歴、喫煙歴 等）、身体計測（身長、体重、BMI、腹囲）、血圧測定、血液検査（脂質検査、血糖検査、肝機能検査）、尿検査（尿糖、尿蛋白）

※詳細健診（医師が必要と認める場合に実施）
→心電図検査、眼底検査、貧血検査、血清クレアチニン検査（2018年度～）
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○高齢者の保健事業のあり方検討事業

（１）有識者・広域連合等による検討班（年２回程度開催予定）
有識者や広域連合のブロック代表を構成員として、保健事業の趣旨・目的・背景、事業実施に必要な技

術的、専門的事項等について理解を深めるとともに、課題の整理や効果的・効率的な指導助言の検討等を
行う。
（２）実施状況調査等の実施（広域連合・市町村を対象）

高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施について、調査により実施自治体、未実施自治体の状況か
ら課題を整理し、必要な情報提供を実施。
（３）その他、必要に応じて運営に係る会合を実施

２．検討班・ヒアリング等の実施

＜経緯・目的＞
○ 令和２年４月から開始された「高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施」について、令和６年度
までに全ての市町村において取り組まれるよう、一体的実施の取組状況・現状分析や広域連合及び自治
体への指導助言が求められている。

○ 令和４年度は、調査分析や市町村の取組状況から課題の整理や効果検証を行い、効果的・効率的な指
導助言の提案を行う。

○ 高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施の取組状況・現状分析
○ 広域連合及び実施自治体・未実施自治体への指導助言
○ 収集したデータに基づく詳細な分析
○ 取組状況の類型化、類型ごとの効果検証
※年３回程度開催予定
※専門知識のある有識者が随時参加【構成員：15人、作業チームの人員：10人程度】
※外部（民間シンクタンク）への委託により運営

＜令和元年度＞
・ガイドライン（第２版）策定
＜令和２年度＞
・保健事業の実施状況調査
・先行事例調査
＜令和３年度＞
・ガイドライン補足版策定
＜令和４年度＞（予定）
・一体的実施の課題の整理・効果検証
・効果的・効率的な指導助言

※「高齢者の保健事業のあり方
検討ワーキンググループ」に
より検討・精査

検討結果の見える化、横展開

１．効果検証会議の実施

広域連合・市町村

令和４年度予算概算要求額 25百万円
（令和３年度予算額：25百万円）
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○保険者協議会における保健事業の効果的な実施支援事業

○ 保険者協議会は、都道府県単位で保険者横断的に住民の予防・健康づくりと医療費適正化を推進する取組を行って
いる。保険者が共通認識を持って取組を進めるよう、都道府県内の医療費の調査分析など、保険者が行う加入者の健
康の保持増進や医療費適正化の効果的な取組を推進するために必要な体制を確保できるよう、補助するものである。

【保険者協議会が行う事業（補助率）】（案）

◇保険者協議会の開催等（１／２）

医療計画（地域医療構想）、医療費適正化計画への意見提出に係る、専門家等を活用し

たデータ分析、意見聴取等を行うための保険者協議会、専門部会等の開催

◇データヘルスの推進等に係る事業（１／２）
保険者等が実施する、健康・医療情報を活用してＰＤＣＡサイクルに沿った効果的かつ
効率的な保健事業の推進を図るために実施する事業等

※令和２年度より補助率を１０／１０→１／２へ改正

◇特定健診等に係る受診率向上のための普及啓発に係る事業（１／２）
特定健診等の受診率向上のため、保険者等が共同して行う積極的な普及・啓発活動等

◇特定健診等の円滑な実施のための事業（１／２）
保険者等への情報提供を迅速かつ効率的に実施するためのHPの作成等

◇特定保健指導プログラム研修等事業（１／２）
特定保健指導を行う医師、保健師及び管理栄養士等に対するプログラム習得のための

研修の実施

◇特定保健指導実施機関の評価事業（１／２）

◇特定健診と各種検診の同時実施の促進事業（１／２）
被用者保険の被扶養者向け健診と自治体のがん検診等の同時実施等

※ 事業の追加について検討中

※１ 都道府県内の医療費の適正化については、被用者保険を含め、都道府県と保険者が同じ意識をもって共同で取り組む必要がある。こう
した観点から、保険者と後期高齢者広域連合が都道府県ごとに共同で「保険者協議会」を組織し（高齢者医療確保法）、都道府県や必要
に応じて医療関係者等の参画も得て会議を開催している。

※２ 第３期の医療費適正化計画からは、都道府県が医療費適正化計画の策定に当たって、保険者協議会に事前に協議することとなった。ま
た、都道府県は、計画に盛り込んだ施策の実施に関して必要があると認めるときは、保険者協議会を通じて、保険者、医療関係者等に必
要な協力を求めることができることとされている。

令和４年度概算要求額：８０百万円
（令和３年度予算額：８０百万円）

保険者協議会／都道府県

国 保
健保組合

共済後期高齢者
広域連合

医療関係者
※参画を働きかけ

協会けんぽ

医療関係者等の協力も得て、協議会を活用しながら、

健康増進や医療費分析等を推進
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○ 健康保険法等では、保険者は被保険者等の健康の保持増進のために必要な事業（保健事業）を行うに当たっては、医療保険等関連情報を活用し、適切かつ有
効に行うこととしているが、①40歳未満の者に係る事業主健診等の結果が事業者等から保険者へ提供される法的仕組みがない。②実態として特に中小企業等からの保
険者への提供実績が低い、といった課題があるため、これらを解決する必要がある。

○ 全世代対応型の社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部を改正する法律案により、「生涯現役で活躍できる社会づくりの推進（予防・健康づくりの強
化）」で、①労働安全衛生法等による健診の情報を保険者が保健事業で活用できるよう、事業者に対し被保険者等の健診情報を求めることを可能とする、②健康保
険組合等が保存する特定健診等の情報を後期高齢者医療広域連合へ引き継ぐこと等を可能とする等、保健事業における健診情報等の活用促進について、令和４年
１月１日より施行する。

○ 事業主健診情報（40歳未満）をマイナポータル等を通じて、自らの保健医療情報として閲覧可能とするため、既存のスキームを活用し、当該情報を保険者に集約、
保険者から支払基金に登録するためシステムを改修する。患者本人や医療機関等において、既に閲覧開始されている特定健診情報等に加え、更に事業主健診情報
（40歳未満）の閲覧が可能となり、幅広い加入者の予防・健康づくり等が期待でき、データヘルス推進の面でも重要である。また、保険者と事業者等が同じ情報を基に
連携して加入者の健康確保を進めることが可能となり、コラボヘルス（保険者と事業者等の積極的連携による加入者の予防・健康づくりの推進）の実現につながる。

４０歳未満の事業主健診情報の活用に向けたシステム改修
令和４年度概算要求額：６．３億円

保険者

健診実施機関

支払基金・国保連

オンライン資格
確認等システム

加入者

健診受診

加入者

健保組合・共済
協会けんぽ

市町村国保

国保組合

個人単位被保番と特定健診データ等を
１対１で管理

特定健診情報

事業主健診情報

・保険者が特定健
診の実施を依頼

・事業主が事業主
健診の実施・保険
者へのデータ送付
を依頼

マイナポータル等で
特定健診（※1）・
事業主健診情報の
閲覧が可能

特定健診情
報

特定健診情報

事業主健診情報

保険医療機関

特定健診・事業主
健診情報の閲覧が

可能

本人同意要

（※1）2021年10月よりマイナポ等での閲覧開始

特定健診データ
収集システム
（支払基金）

特定健診等
管理システム

（国保連）

● スケジュール（案） 2021年度（令和3年度）

事業主健診データ（40歳未満）の閲覧開始システム改修システム改修のための調査事業

2022年度（令和4年度） 2023年度（令和５年度）
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○ 高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施の全国的な横展開事業

○厚生労働科学研究事業
・一体的実施の事業検証
・一体的実施進捗チェックリストの充実
・KDB二次加工ツールの充実

⇒広域・市町村における事業開始の促進
一体的実施の意義・課題の整理

国（厚生労働省）
KDBシステム二次加工ツールの充実

令和４年度概算要求額：1.4億円
（令和３年度予算額：1.9億円）

広域連合及び市町村へのサポート事業等やKDBシステムのデータ活用ツールの充実により、一体的実施の全国的に横展開を図る。

KDBシステム二次加工ツールの活用
広域連合・市町村

○業務の簡素化･標準化
・優先介入対象リストの自動作成等、経験の浅い職員でも課題把握・課題解決を可能に

広域連合及び市町村が一体的実施に
取り組むための支援

① 広域連合・市町村向け研修会・セミナーの開催
② 保険者等の取組やKDB活用事例の収集
③ 支援・評価委員会との連携・活用
④ 個別自治体への支援

国保連合会

サポート報告
相談

国保・高齢者医療を通
じた健康課題への対応

＜目的＞
令和２年度より開始された「高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施」について、令和６年度までに全ての市町村において

取組が実施されるよう、効果的な横展開を図る。
＜事業概要＞
・ 国保中央会が行う国保連合会や広域連合等への研修等のサポート事業やKDBシステムのデータ活用ツールの充実を支援する。
・ 国保連合会が行う広域連合及び市町村の保健事業を支援するための研修等の事業を支援する。

国保連合会による広域連合と市町村の
保健事業実施に係る支援をサポート

① ワーキンググループの開催
② 国保連合会、広域連合や都道府県等に対する市
町村支援等に関する研修会の開催

③ 一体的実施・KDBシステム活用事例等発表会
④ KDB二次加工ツールの充実
⑤ 一体的実施の全国的な横展開支援

国保中央会

充実

研究成果
国保中央会

利活用支援
（国保連合会）

○事業内容の見える化
・グラフ等の自動作成、地区別リスクのマッピングにより関係団体、住民と健康課題を共有

○市町村のPDCA支援
・ツール等の活用を通したPDCAの推進、効率的な業務改善、成果指標の抽出等

○インセンティブの強化
・PDCAと保険者インセンティブ指標の連動による取組の強化
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令和５年度～令和４年度令和３年度

（令和４年度政府案資料）

高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施の全国的な横展開事業に関するロードマップ

・事務の簡素化、標準化
・事業内容の見える化 関係団体、住民との健康課題の共有
・PDCA支援による効果的･効率的な保健事業の展開

令和６年度までの全市町村における実施に向けた取組

国保中央会
・研修指針策定、改定 ・連合会・広域連合向け研修
・KDBシステム活用情報提供
国保連合会
・広域連合及び市町村向け研修 ・KDBシステム利活用推進
・開始に向けた支援（R1）、取組のフォローアップ（R2~）

▽横展開事業に係る既存の取組

▽令和４年度に充実する取組

令和２年度令和元年度

・保健事業指針の改定
・ガイドライン改定

・PDCA、成果指標の設定
・進捗チェックリスト開発

・KDB二次加工ツール開発
・先行事例の収集・公表

課
題

○一体的実施の取組に際しての課題例
・関係部署間での合意形成ができていない
・他の自治体の取組状況を参照してから取り組みたい
○KDB利活用における課題例
・KDBの機能を十分理解して活用することが難しい
・データの二次加工のための統計分析スキルが不足

解
決
策

○一体的実施の取組に際しての解決策
・一体的実施の取組事例等発表会（研修開催等）
・市町村への個別支援 等
○KDB利活用における課題例
・KDB二次加工ツールの充実
・KDBシステム活用事例等発表会（研修開催等）

・ 市町村からは、KDBの活用等に関するセミナー・研修会の開催、
市町村の健康課題の分析等に関する支援への期待が高い。

国保中央会
ワーキンググループの開催
広域連合や市町村の一体的実施の取組支援のための関係機関の役

割の明確化、PDCAを意識した一体的実施の取組の支援方法の検討等
国保連合会、広域連合や都道府県等に対する市町村支援等に関す
る研修会
一体的実施・KDBシステム活用事例等発表会
KDB二次加工ツールの充実
市町村等における二次加工ツールの利活用の状況、課題に応じた

ツールの開発、改修等
一体的実施の全国的な横展開支援
一体的実施におけるWeb上での情報集約、情報提供支援
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○糖尿病性腎症患者重症化予防の取組への支援

（事業内容）
○ 糖尿病性腎症の患者等であって、生活習慣の改善により重症化の予防が期待される者に対
して医療保険者が実施する、医療機関と連携した保健指導等を支援する。

＜実施例＞

被保険者

・レセプトデータ
・特定健診データ

主治医

・特定健診データ、レセプトデータか
ら選定した対象者の事業参加を主
治医に確認

・治療
・重症化予防事業への参加勧奨医療保険者

・重症化予防事業への参加

・主治医から了解の得られた被保険者に対して、
重症化予防事業を案内

（背景）
「経済財政運営と改革の基本方針2021」（令和３年６月18日閣議決定）において、糖尿病等

の生活習慣病の重症化予防に関して、より一層推進することとされている。
日本医師会、日本糖尿病対策推進会議との連携協定に基づく「糖尿病性腎症重症化予防プロ

グラム」等を参考にしながら、さらに効果的に取組を推進する。

令和４年度概算要求額：５２百万円
（令和３年度予算額：５０百万円）
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○後期高齢者医療の被保険者に係る歯科健診

○ 歯周病を起因とする細菌性心内膜炎・動脈硬化症等の悪化、口腔機能低下による誤嚥性肺炎等を予
防するため、歯・歯肉の状態や口腔機能の状態等をチェックする歯科健診を実施することとし、広域
連合に対して国庫補助を行う。
※経済財政運営と改革の基本方針2021

全身との関連性を含む口腔の健康の重要性に係るエビデンスの国民への適切な情報提供、生涯を通じた切れ目のない歯科健診、オーラルフレイル対策・

疾病の重症化予防にもつながる歯科医師、歯科衛生士による歯科口腔保健の充実、歯科医療専門職間、医科歯科、介護、障害福祉機関等との連携を推進し、

歯科衛生士・歯科技工士の人材確保、飛沫感染等の防止を含め歯科保健医療提供体制の構築と強化に取り組む。

○ 健康増進法に基づき実施されている歯周疾患検診や、厚生労働省において平成30年10月に策定した
「後期高齢者を対象とした歯科健診マニュアル」などを参考にしつつ、高齢者の特性を踏まえた健診
内容を各広域連合で設定。

〈例：後期高齢者を対象とした歯科健診マニュアル〉
咀嚼機能、舌・口唇機能、嚥下機能、口腔乾燥、歯の状態等（歯の状態、粘膜の異常、歯周組織の状況）

○ 市町村や都道府県歯科医師会等への委託等により実施。

【参考：実施広域連合数】

概 要

受診
委
託

契
約

契
約

被保険者医療機関・健診施設保険者（広域連合）

市町村・都道府県歯科医師会等

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成30年度 令和元年度

３１広域連合 ４３広域連合 ４５広域連合 ４７広域連合 ４７広域連合

令和４年度概算要求額：７．０億円
（令和３年度予算額：７．０億円）
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日本健康会議
◆ 経済界・医療関係団体・自治体・保険者のリーダーが手を携え、健康寿命の延伸と医療費の適正化を目的として、先進的な予防・健康づくりの

取組を全国に広げるため、民間主導で「日本健康会議」を2015年７月に発足。予防・健康づくりの「健康なまち・職場づくり宣言2020」の
目標達成年度である2020年は8つの宣言の最終的な達成状況に加え、5年間の活動の成果のまとめとして開催した。

◆ 今後の国民の健康づくりについて、「経済団体、医療団体、保険者、自治体などの連携」、「厚労省と経産省の連携」、「官民の連携」の3つ
の連携により、コミュニティの結びつき、一人ひとりの健康管理、デジタル技術等の活用に力点を置いた健康づくりを応援することをコンセ
プトとして、引き続き民間主導で第2期（2021年～2025年）日本健康会議を開始。

◆ 2025年までの数値目標（KPI）を入れた「健康づくりに取り組む5つの実行宣言2025」を設定し、毎年度進捗状況を確認。
◆ この目標を着実に達成するため、

➀厚労省と日本健康会議において、毎年、全保険者を対象として調査を実施し、その結果を公表。
➁「日本健康会議 データポータルサイト」を開設し、県別や業界別などの形で取組状況を「見える化」。

◆ 地域版の日本健康会議の開催も進めていく。

『日本健康会議2020』の様子

＜2020年度の開催状況＞

健康長寿社会の実現や医療費の適正化を図るため、経済団体、保険者、自治体、医療関係団体等で構成される「日本健康会
議」における先進的な予防・健康づくりのインセンティブを推進する自治体を増やすなどの目標を達成するための取組を支援
するための経費。

○予防・健康インセンティブ推進事業に係る経費 令和４年度概算要求額：69百万円
（令和３年度予算額：77百万円）

日時・会場：2020年9月30日（水）＠イイノホール ＆カンファレンスセンター
１．主催者・来賓挨拶

日本健康会議共同代表 日本商工会議所 会頭 三村 明夫
内閣官房長官 加藤 勝信
厚生労働大臣 田村 憲久
経済産業大臣 梶山 弘志

２. 保険者の取組状況の報告～４年目を迎えた「宣言」達成状況の概要～
（１）「健康なまち・職場づくり宣言２０２０」達成状況の報告

日本健康会議事務局長 渡辺 俊介
（２）保険者の取組状況の報告 健康保険組合連合会 副会長 佐野 雅宏

全国健康保険協会 理事長 安藤 伸樹
国民健康保険中央会 理事長 原 勝則

全国後期高齢者医療広域連合協議会 会長 横尾 俊彦
３．日本健康会議の成果とこれからの「健康なまち・職場づくり」

日本健康会議共同代表 公益社団法人日本医師会 名誉会長 横倉 義武
（ほか）
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予防・健康づくりに関する大規模実証事業の実施

保険者等に対して適切な予防健康事業の実施を促進するため、予防・健康づくりの健康増進効果等のエビデンスを確認・蓄積する
ための実証事業を行う。

実証事業の
枠組みを検討 実証の実施（実施～評価まで） 結果を踏まえ、保険者等による

予防健康事業等への活用

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度～2025年度

●歯周病予防に関する実証事業
●AI・ICT等を活用した介護予防ツール等の効果・普及実証事業
●健康増進施設における標準的な運動プログラム検証のための実
証事業

●女性特有の健康課題に関するスクリーニング及び介入方法検証
のための実証事業

●食行動の変容に向けた尿検査及び食環境整備に係る実証事業
●健康にやさしいまちづくりのための環境整備に係る実証事業

（●：厚生労働省、○：経済産業省）

●特定健診・保健指導の効果的な実施方法に係る実証事業
●がん検診のアクセシビリティ向上策等の実証事業
●重症化予防プログラムの効果検証事業
○認知症予防プログラムの効果検証事業
○認知症共生社会に向けた製品・サービスの効果検証事業
○複数コラボヘルスを連携させた健康経営の効果検証事業

● 実証事業の内容（予定）

● 全体スケジュール（案）

統計的な正確性を確
保するため、実証事
業の検討段階から、
統計学等の有識者に
参加を求め、分析の
精度等を担保

【参考】経済財政運営と改革の基本方針（骨太）2019～抜粋～
③疾病・介護の予防（ⅲ）エビデンスに基づく政策の促進

上記（ⅰ）や（ⅱ）の改革を進めるため、エビデンスに基づく評価を取組に反映していくことが重要である。こ
のため、データ等を活用した予防・健康づくりの健康増進効果等を確認するため、エビデンスを確認・蓄積するた
めの実証事業を行う。

実証事業の進捗等を管理（プラットフォーム事業）

成長戦略実行計画では、2020年度から実証を開始し、その結果を踏まえて2025年度までに保険者等による予防健康事業等に
活用することとされていることを踏まえ、以下のスケジュールで事業を実施する。

令和４年度概算要求額：１０億円
（令和３年度予算額： １１億円）

28



実証事業の
枠組みを検討 実証の実施（実施～評価まで） 結果を踏まえ、保険者等による

予防健康事業等への活用

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度～2025年度

・実証事業全体のスキームにお
ける位置づけを検討

・生活習慣病予防に関連する文献レ
ビュー・保険者の取組についての調査
を行い、現状のエビデンスについて整理。

・NDB等の既存データベースでの分析。

・事業対象者、介入手法、アウトカム
等の分析デザインを検討。
・（文献レビューと分析デザインの検
討を踏まえた）実証フィールドの選定。

・試行的なデータ収集。

・分析デザインに沿って実証
フィールドでのデータ（介入実

施
の有無や状態の変化等のアウ

ト
カムデータ等）収集を実施

・データ収集を継続
・分析用データの作成
・データ分析・評価：第三者の

視点も加えて実施

・2024年度（医療費適正化計画第４期の開始年度）からの特定健診
等基本指針、運用等に反映

（実証スケジュール（案））

個別の実証事業について（保険局分）

実証事業の
枠組みを検討 実証の実施（実施～評価まで） 結果を踏まえ、保険者等による

予防健康事業等への活用

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度～2025年度

・実証事業全体のスキームにお
ける位置づけを検討

・既存の研究事業の効果検証
の結果を踏まえ、実証事業
に反映

・実証フィールドの検証（市町
村など100保険者）

・実証フィールド（約200保険
者）での実施

・病期別の介入とデータ収集

・実証フィールド（約200保険
者）での実施

・実証分析・評価：第三者の
視点も加えて実施

・糖尿病性腎症重症化予防プログラム等への反映を検討

（実証スケジュール（案））

特定健診・保健指導は、施行（2008年度）から11年経過し、目標（特定健診70％以上、特定保健指導45％以上（2023年度）とは依然乖離が
ある（それぞれ55.6％、23.2％（2019年度））ものの、実施率は着実に向上し、保険者ごとに様々取組が進んでいる。健康寿命の延伸を目指す中で、
より健康増進効果等がある特定健診・保健指導の取組はどのようなものかについて、検証する。

人工透析にかかる医療費は年間総額約1.57兆円となっており、その主な原疾患である糖尿病性腎症の重症化予防は、健康寿命の延伸とともに、医療費
適正化の観点で喫緊の課題である。専門医療機関等における介入のエビデンスは存在するが、透析導入患者をみると適切に医療を受けてこなかったケースも
多く、医療機関未受診者を含めた戦略的な介入が必要である。このため、保険者において実施されている重症化予防の取組について、腎機能等一定の年月
を必要とする介入・支援の効果やエビデンスを検証する。

● 重症化予防プログラムの効果検証事業

● 特定健診・保健指導の効果的な実施方法に係る実証事業
令和４年度概算要求額：４．３億円

（令和３年度予算案：４．５億円）
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保険者とかかりつけ医等の協働による加入者の予防健康づくり（モデル事業）

○特定健診の結果、受診勧奨判定とされた加入者について、保険者がかかりつけ医等と連携し生活習慣病の重症化予防を図る必要があるものの、現状、

かかりつけ医での診療と、特定保健指導をはじめとした医療保険者の取組との間で、連携する仕組みが乏しい。

○社会生活面の課題が生活習慣病の治療を困難にしている場合（※）もあるため、地域社会で行っている相談援助等も活用しながら社会生活面の課題

解決に向けた取組みが重要である。

○そのため、引き続き、保険者による受診勧奨を契機として、かかりつけ医等と医療保険者が協働し、加入者の健康面や社会生活面の課題について情報

共有しながら、加入者の重症化予防に必要な栄養指導等の保健指導の実施や地域社会で行っている相談援助等の活用を進めることで、加入者の健康面

及び社会生活面の課題を解決するための取組みを推進する。

（※）孤立による食事意欲の低下などの社会的な課題のため糖尿病に対する食事療法が困難な場合に、地域社会での交流等につなげることにより孤立を解消、食事療法にも取り組むことで糖尿病を改善

令和４年度概算要求額：１．２億円

（令和３年度予算額：１．０億円）

2021年度 2022年度

モデル事業実施（保険者協議会で数カ所）

● スケジュール（案）
2023年度

モデル事業実施結果取り纏め 実施結果を踏まえ保健指導プログラム・特定健診等
実施計画へ反映

2024年度

かかりつけ医から依頼された栄養指導
等の保健指導の実施

かかりつけ医等

医療保険者（保健師・管理栄養士等）

加入者

受診 生活習慣病等の受診・診療（検査等）

地域社会で行っている相談援助
等（通いの場、NPO法人等）

疾病管理

保健指導

かかりつけ医を
受診

・加入者の受診状況・診断結果・治療方針を医療保険者と
共有（統一した様式を作成し、情報連携に活用）
・栄養指導等の保健指導により、医療保険者がかかり
つけ医をサポート。

社会生活面の課題も含めて加入者の状況を共有・情報連携
地域社会の紹介

加入者を紹介

医療保険者がかかりつけ医等と連携して、加入者を地域社会で行って
いる相談援助等につなげることで、健康面の課題の原因となっている
社会生活面の課題を解決。原因となっていた社会生活面の課題が解決
することで、健康面の課題も改善、医療費適正化効果も期待。

【現状】

・かかりつけ医等と医療保険者が協働することにより効果的・効率的
な疾病管理が可能になる。
・かかりつけ医単独では栄養指導等の保健指導の実施が困難な場合、
医療保険者がサポートすることで、かかりつけ医にとってもメリット。

・特定健診において受診勧奨領域となった加入者は医療機関を受診、疾患として診断された場合、栄養指導等を含めた診療を受ける。特定保健指導の対象者にもなっている場合、特定保
健指導を別途受診する必要があるが、医療機関との連携が不十分な場合、栄養指導等が重複して実施される可能性がある。
・生活習慣病の重症化に影響する社会生活面の課題を解決する仕組みがない。

・特定健診で受診勧奨域となった場合や、
定期受診中に受診が途切れた場合等にか
かりつけ医への受診勧奨を実施。

【望ましい姿】

地域社会への参加
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東日本大震災の特別措置の延長
（医療保険者等への財政支援措置）

令和４年度概算要求額
３８億円（３８億円）

（ほか介護分：０．７億円（０．７億円））
（計：３８．６億円（３８．６億円））

（ ）の金額は令和３年度当初予算額

医療費

①免除

窓口負担 保険給付

１．一部負担金の免除等による財政支援〈２９．３億円（２９．３億円）〉

保険者負担分
（補助金を含む）

自己負担分

②免除分の財政措置

避難先 健診単価

②差額分の財政措置

被災元 健診単価
保険者

追加負担分

①保険料の免除による財政支援（７．３億円（７．３億円））※

東電福島第一原発の事故により設定された避難指示区域等の住民の方の
保険料を免除した保険者等への補助

※このほか、介護分０．７億円（０．７億円）

２．保険料の免除による財政支援 〈８．６億円（８．６億円）〉

②固定資産税の課税免除に伴う保険者への財政支援
（１．３億円（１．３億円））

東電福島第一原発の事故により設定された避難指示区域等の固定資産税
の免除に伴う保険料減収分の1/2を財政支援

※介護分０．７億円

①一部負担金の免除等による財政支援
（２９．１億円（２９．１億円））

東電福島第一原発の事故により設定された避難指示区域等の住民の方の
医療機関等での一部負担金を免除した保険者等への補助

②特定健診の自己負担金の免除等による財政支援等
（０．２億円（０．２億円））

東電福島第一原発の事故により設定された避難指示区域等の保険者等へ
の補助

特定健康診査等に係る自己負担金に対する助成
避難先の保険者と被災元の保険者が実施する特定健康診

査等の費用との差額に対する助成
被災者に対する特別措置についての周知事業

・70歳未満の方は、原則３割
・70～74歳の方は、原則２割
・75歳以上の方は、原則１割

均等割

加入者の人数
に応じて課税

平等割
加入世帯に
一律で課税

所得割

加入者全員の
前年度所得に

応じて課税

資産割

加入者全員の
固定資産税に

応じて課税

応益分 応能分

国
保
保
険
税

（
料
）

調整交付金による対応

②

地方税法改正によ
る固定資産税の免
除に伴う保険料減
収分の財政支援
（1/2）

① 保険料の免除
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